
  229  

1．はじめに

　応用ミクロ経済学研究センター（以下，センターと略す）は，2017 年度に「応用ミクロ

経済学および関連する分野において，本学教員と国内外の研究者との研究交流を深めつつ，

当該分野のさらなる発展を図ることを目的」（センター内規第 2 条）に，本学経済学部の中

村豪所長，黒田敏史副所長，長岡貞男研究員，石川雅也研究員，筆者（安田）の 5 人を中心

に設立された。センターの主な活動は，本学所属の教員と学外の研究者の研究交流を目的と

する「応用ミクロ経済学セミナー（以下，セミナーと略す）」の開催である1）。

　本稿では，センターの設置期間である 2017 年度から 2021 年度までの 5 年間2）のセンタ

ーの歩みについて，2021 年度のセミナー報告の概要を中心に紹介していく3）。

2．2021年度のセミナー概要

　2021 年度は通算第 29 回～第 36 回の計 8 回のセミナーが開催された。本節ではセミナー

で報告されたそれぞれの研究報告の概要を紹介したい。なお，新型コロナウイルス感染症拡

大の影響により，2021 年度のセミナーは，2020 年度に引き続きすべて Zoom を用いたオン

ライン形式で開催された。

　2021 年度の第 1 回目のセミナーとなった第 29 回報告会（開催日時 2021 年 7 月 29 日

（木）16：30-18：00）は，東京大学社会科学研究所の川田恵介准教授を招き，“Japanese la-

bor market under COVID-19”というタイトルで開催された。本研究では，新型コロナウ

イルス感染症下の日本の労働市場を記述するために，「労働力調査」の 2020 年とコロナ前の

2019 年を比較し，どのような属性で就業率の低下が見られたのかを確認している。分析に

際しては，セミパラメトリック推計および機械学習の手法を応用することで，データ主導の

分析を行っている。「労働力調査」の個票データを利用し，2019 年から 2020 年にかけての

就業状態の移行と 2018 年から 2019 年にかけての就業状態の移行の前年同月比較を行ったと

ころ，単純平均でみた就業率の低下は 0.7％ と限定的であり，就業状態へのインフローの低

下とアウトフローの増加がともに生じていることを見出している。ただし，飲食や医療に従
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事していた学生には非常に大きな影響があり（就業率が 14％ 低下し，全体平均の 20 倍以

上），また，主として働いていた層では非正規で月の半分程度働いている労働者（主に高齢

者）の就業率が 4％ 程度低下（全体平均の 6 倍）していることが確認されている。さらに，

長時間働いている正規労働者層においても，女性においては 1％ 程度の就業率の低下が見ら

れることがわかり，新型コロナウイルス感染症拡大の影響は特定の属性に集中している状況

がうかがえた。

　第 30 回報告会（開催日時 2021 年 8 月 11 日（水）16：30-18：00）では，2021 年 4 月に本

学経済学部に着任した姜哲敏専任講師の研究論文“Benefits of Heavy-Duty Diesel Emission 

Regulations : Evidence from the Worldʼs Largest Low Emissions Zone”が報告された。本

研究では，健康問題を引き起こすことが知られているディーゼル車の排出ガス規制の効果に

ついて分析を行っている。世界最大のディーゼル車の運行規制地域（LEZ）である東京

LEZ（以下，TLEZ）を対象に，大気質は大型ディーゼル車交通量の少ない地点よりも改善

されるのか，乳幼児死亡率や低出生体重児に対する排出ガス規制の影響や住民が大気質改善

の経済価値をどの程度評価しているかなどを検討している。約 20 年間のパネルデータを用

いた分析の結果，TLEZ の導入により，ほぼすべてのアウトカムにプラスの影響があったこ

とを確認している。具体的には，大気中の二酸化窒素（NO2），浮遊粒子状物質（SPM），

窒素酸化物（NOx）が減少しただけでなく，乳幼児の健康状態も改善し，さらには地価も

上昇したことが見出されている。

　第 31 回報告会（開催日時 2021 年 10 月 13 日（水）16：30-18：00）は東京理科大学経営学

部の岸下大樹准教授を招き，“More Public Goods, Larger Government, and More Redistri-

bution”というテーマで開催された。先進国の多くで所得の不平等が拡大していることは広

く知られている。それに対する代表的な対処方法は，政府による再分配政策であるが，政府

サイズへの嗜好（人々は大きな政府を望んでいるのか）や再分配に関する情報を提供するこ

とによる嗜好の変化を確認することが本研究の目的である。本研究では，アメリカにおいて

オンライン調査を実施し，対象者の半数に公共財の普遍的な利益を知らせる政府活動のベネ

フィットの情報を与え，情報を与えられなかった半数と比較することで，公共財供給への政

府の役割に関する情報提供が人々の不平等政策への認識を変えることにつながるのかを確認

している。分析の結果，政府の公共財供給の役割を知らせることで，大きな政府への支持を

高めることを発見している。ただし，望ましい税と支出の累進性への影響は限定的であるこ

とも確認している。

　第 32 回報告会（開催日時 2021 年 11 月 24 日（水）17：00-18：30）は慶應義塾大学経済学

部の坂口洋英助教を招き，「レビューの不正操作に関する実証分析」というテーマで開催さ

れた。本研究は，近年社会問題として挙げられるレビューの不正操作に関する研究である。

消費者レビューは消費者の財の選択に大きな役割を果たすが，そのレビューが不正操作され
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ている可能性が指摘されている。そこで，本研究では，Amazon.co.jp から 2 万以上のプロ

ダクト，120 万以上のレビューを取得し分析している。フェイクレビューの代理変数として，

レビューの削除状況に着目し分析した結果，低品質な商品の売り手が，特に販売初期に商品

を高く評価されているように偽造している可能性が示されている。また，実際にフェイクに

欺かれることによって，消費者が望まぬ購入をする「被害」が生じている可能性が窺える結

果も得られている。

　第 33 回報告会（開催日時 2022 年 2 月 9 日（水）17：00-18：30）は東京大学大学院経済学

研究科の楡井誠教授を招き，“Repricing Avalanches”および“Repricing Avalanches in 

the Billion-Prices Data”の 2 つの論文について報告が行われた。まず，“Repricing Ava-

lanches”では，メニュー・コストが価格変動の分布を決定するモデルを分析している。企

業数が有限である場合，ある企業の価格上昇は，必然的に他の企業の相対価格の低下をもた

らすため，ある企業のリプライシングは他の企業のリプライシングを引き起こす確率を高め

る。そして，長期的なインフレ率が十分に高い場合，短期的なインフレ率のボラティリティ

が高くなる。このモデルを 1988 年から 2005 年までのアメリカのデータに当てはめてシミュ

レーションをした結果，企業がメニュー・コストを支払って価格調整することによって得ら

れる乗数効果は，定常的な方程式で得られる乗数効果よりも大きいことを確認している。次

に，“Repricing Avalanches in the Billion-Prices Data”では，企業数が有限であるメニュ

ー・コストによる価格調整の均衡モデルを提案している。また，リプライシングの再生産数

と同時に価格調整を行う企業数の分布の極限汎関数形を導出し，価格変動における補完性が

リプライシングに大きな影響を与えていることを確認している。

　第 34 回報告会（開催日時 2022 年 3 月 8 日（水）16：30-18：00）は一橋大学大学院経営管

理研究科の鈴木健嗣教授を招き，「CEO と Social Tie」というテーマで開催された。本研究

は，日本企業の CEO の特徴について Social tie に注目し，後継人事と交代後の戦略変更，

パフォーマンス等について分析を行っている。Social tie とは Social network に内在する相

互関係の「情報」「信頼」「規範」を指し，分析では「出身大学」「出身都道府県」「前職」を

Social tie 変数として用いている。1990-2010 年に上場企業（金融業除く）の経営者交代が行

われた 6140 件（7790 件中）のデータを利用して分析した結果，① CEO は次期 CEO を選

択する場合，Social tie のある候補者を選びやすいこと，②前 CEO と新 CEO 間に Social tie

がある場合，戦略変更をしにくいこと，③前 CEO と新 CEO 間に Social tie がある場合，交

代後のパフォーマンスが悪いことを発見している。

　第 35 回報告会（開催日時 2022 年 3 月 22 日（火）13：00-14：30）は横浜国立大学大学院国

際社会科学研究院の佐野隆司准教授を招き，“Post-auction investment by financially con-

strained bidders”というテーマで開催された。本研究では，オークションの入札者が金融

制約や借入コストのために凸のコスト関数を持つという財政的制約の下，評価が事後投資に
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よって内生的に決定される場合のオークションについて分析を行っている。評価額が投資額

に対して線形である場合は，収益と投資の等価性が成立する一方で，評価額が投資に対して

凹である場合は，第一価格のオークションは第二価格のオークションよりも高い期待収益を

もたらすとされる。投資と入札者のペイオフの順位は自明ではないものの，第二価格のオー

クションはより大きな投資と入札者のペイオフを期待させることになり，スコアリング・オ

ークションはオークションの収益を減少させるが，より大きな投資をもたらすことができる

ことを明らかにしている。

　2021 年度最後のセミナーとなった第 36 回報告会（開催日時 2022 年 3 月 29 日（火）16：

30-18：00）は日本大学経済学部の江上弘幸助教を招き，“Receiving Maternal Care in Ex-

treme Weather : Evidence of Mobile Money Use in Rural Uganda”というテーマで開催さ

れた。本研究では，ウガンダの農村女性を対象に，干ばつや洪水などの異常気象による妊産

婦の医療利用へのモバイルマネーサービスの影響について分析している。途上国では手持ち

の現金がないことや異常気象による収入への悪影響は，医療を受ける上で大きな障害となる。

特に，干ばつや洪水などの異常気象は，医療を受けるうえで大きな障害となる可能性がある。

しかしながら，モバイルマネーを活用することで，貧しい農村世帯は天候のショックを乗り

越えるための現金をより多く手にすることができ，それが女性の健康を求める行動に変化を

もたらすかもしれない。分析の結果，モバイルマネーの利用が天候ショックを吸収し，施設

分娩や熟練出産への参加を促すという結果が得られている。また，産後ケアの利用率にも同

様の効果が見られ，モバイルマネーサービスの導入により，天候ショックを平滑化する効果

があることが確認されている。

　以上が 2021 年度に開催された 8 回のセミナーの概要である。

3．2017年度から 2021年度のセミナーについて

　前節では，2021 年度のセミナー活動について紹介を行った。2017 年度に設置されたセン

ターは 2021 年度に 5 年間の設置期間を終えたことから，本節では，この 5 年間のセミナー

全体についてまとめることにしたい。2017 年度から 2021 年度までの全 36 回のセミナーを

それぞれの年度について，表 1 から表 5 にまとめた4）。

　この 5 年間では 1 年度に平均 7.2 回のセミナーが開催されている。また，報告された研究

のその後の出版状況を確認すると，経済学の一流誌に多くの論文が掲載されていることがわ

かる5）。セミナー報告の研究水準の高さが窺い知れる。

　セミナーの開催に際し，2020 年度，2021 年度の 2 年間は，新型コロナウイルス感染症拡

大の影響ですべて Zoom を用いたオンライン形式で開催された。2019 年度までの対面開催

と比較すると人的交流の機会はやや限られるというデメリットはあるものの，参加のしやす
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st
ry

 U
sin

g 
Li

nk
ed

 D
at

as
et

 o
f 

Sc
ie

nc
e, 

T
ec

hn
ol

og
y 

an
d 

in
du

s-
tr

y”
（

w
it

h 
K

. 
M

ot
oh

as
hi

, 
R

. 
T

am
ur

a, 
an

d 
N

. T
su

ka
da

）

独
立

行
政

法
人

経
済

産
業

研
究

所
研

究
員

（
独

立
行

政
法

人
経

済
産

業
研

究
所

上
席

研
究

員
）

RI
ET

I 
D

isc
us

sio
n 

Pa
pe

r 
Se

rie
s 

17
-E

-0
56

ht
tp

s:/
/w

w
w

.ri
et

i.g
o.j

p/
jp

/
pu

bl
ic

at
io

ns
/d

p/
17

e0
56

.p
df

　
＊

　
善

如
教

授
は

，
20

22
年

9
月

に
神

戸
大

学
高

等
学

術
研

究
院

卓
越

教
授

に
も

就
任

し
て

い
る

。
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通
算

回
数

開
催

日
報

告
者

（
敬

称
略

）
タ

イ
ト

ル
報

告
時

の
所

属
（

カ
ッ

コ
内

は
現

職
）

報
告

論
文

の
出

版
状

況
論

文
U

RL

7
20

18
年

6
月

14
日

重
田

 雄
樹

“
Ga

in
/L

os
s 

A
sy

m
m

et
ric

 S
to

ch
as

-
tic

 D
iff

er
en

tia
l U

til
ity

”

東
京

経
済

大
学

経
済

学
部

専
任

講
師

（
東

京
経

済
大

学
経

済
学

部
准

教
授

）

Jo
ur

na
l 

of
 E

co
no

m
ic

 D
yn

am
ic

s 
an

d 
Co

nt
ro

l, 
V

ol
um

e 
11

8, 
Se

p-
te

m
be

r 
20

20

ht
tp

s:/
/d

oi
.or

g/
10

.10
16

/
j.j

ed
c.2

02
0.1

03
97

5

8
20

18
年

7
月

13
日

陣
内

 悠
介

“
U

nd
er

st
an

di
ng

 J
ob

 M
at

ch
in

g 
in

 
O

nl
in

e 
La

bo
r 

M
ar

ke
ts

: E
vi

de
nc

e 
fr

om
 t

he
 W

or
ld

ʼs 
La

rg
es

t 
Cr

ow
d-

so
ur

ci
ng

 S
er

vi
ce

”

国
際

大
学

大
学

院
国

際
関

係
学

研
究

科
准

教
授

（
同

上
）

IU
J 

Re
se

ar
ch

 I
ns

tit
ut

e 
W

or
k-

in
g 

Pa
pe

r 
Se

rie
s, 

EM
S-

20
16

･0
3

ht
tp

s:/
/w

w
w

.iu
j.a

c.j
p/

re
se

ar
ch

/w
or

ki
ng

pa
pe

rs
/

EM
S_

20
16

_0
3.p

df

9
20

18
年

9
月

27
日

五
十

川
 大

也
“

Id
en

tifi
ca

tio
n 

of
 B

ar
ga

in
in

g 
Po

w
-

er
s 

w
ith

 C
os

t 
D

at
a:

 C
as

e 
of

 J
ap

a-
ne

se
 C

ar
di

ac
 P

ac
em

ak
er

 M
ar

ke
t”

東
京

大
学

公
共

政
策

大
学

院
特

任
講

師
（

大
阪

公
立

大
学

経
済

学
研

究
科

准
教

授
）

10
20

18
年

10
月

4
日

木
下

 亮
“

In
te

rt
em

po
ra

l 
CA

PM
 a

nd
 H

or
i-

zo
n-

sp
ec

ifi
c 

Ri
sk

 
Pr

ic
es

 
in

 
th

e 
Ja

pa
ne

se
 S

to
ck

 M
ar

ke
ts

”

東
京

経
済

大
学

経
営

学
部

専
任

講
師

（
東

京
経

済
大

学
経

営
学

部
准

教
授

）

11
20

18
年

11
月

30
日

中
村

 英
仁

「
企

業
ス

ポ
ー

ツ
の

脱
制

度
化

：
休

廃
部

に
与

え
る

経
済

的
お

よ
び

社
会

的
要

因
の

影
響

の
分

析
」

一
橋

大
学

大
学

院
経

営
管

理
研

究
科

准
教

授
（

同
上

）

『
ス

ポ
ー

ツ
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
研

究
』

第
 1

1 
巻

，
第

 1
 号

，
20

19
年

12
月

ht
tp

s:/
/d

oi
.or

g/
10

.52
25

/
jjs

m
.20

19
-0

04

12
20

18
年

12
月

20
日

北
條

 雅
一

“
D

o 
th

e 
di

sa
dv

an
ta

ge
d 

be
ne

fit
 

m
or

e 
fr

om
 

sm
al

l 
cl

as
se

s?
 

Ev
i-

de
nc

e 
fr

om
 l

ar
ge

-sc
al

e 
su

rv
ey

 i
n 

Ja
pa

n”
（

w
ith

 W
at

ar
u 

Se
no

h）

駒
澤

大
学

経
済

学
部

教
授

（
同

上
）

Ja
pa

n 
an

d 
th

e 
W

or
ld

 E
co

no
m

y, 
V

ol
um

e 
52

, D
ec

em
be

r 
20

19
ht

tp
s:/

/d
oi

.or
g/

10
.10

16
/

j.j
ap

w
or

.20
19

.10
09

65

13
20

19
年

2
月

6
日

田
中

 辰
雄

「
ネ

ッ
ト

は
社

会
を

分
断

す
る

の
か

～
パ

ネ
ル

調
査

よ
り

」
慶

應
義

塾
大

学
経

済
学

部
教

授
（

同
上

）
『

ネ
ッ

ト
は

社
会

を
分

断
し

な
い

』
（

角
川

新
書

）
20

19
年

10
月

14
20

19
年

3
月

12
日

大
山

 睦

“
Pr

od
uc

t 
In

no
va

tio
n,

 P
ro

du
ct

 D
i-

ve
rs

ifi
ca

tio
n 

an
d 

Fi
rm

 
Gr

ow
th

: 
In

sig
ht

s 
fr

om
 J

ap
an

ʼs 
Ea

rly
 I

n-
du

st
ria

liz
at

io
n”

（
w

ith
 S

. B
ra

gu
in

-
sk

y,
 T

. O
ka

za
ki

, a
nd

 C
. S

yv
er

so
n）

一
橋

大
学

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
研

究
セ

ン
タ

ー
准

教
授

（
一

橋
大

学
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

研
究

セ
ン

タ
ー

教
授

）

A
m

er
ic

an
 

E
co

no
m

ic
 

R
ev

ie
w

, 
V

ol
um

e 
11

1, 
D

ec
em

be
r 

20
21

ht
tp

s:/
/d

oi
.or

g/
10

.12
57

/
ae

r.2
02

01
65

6

表
2　

20
18

年
度

の
セ

ミ
ナ

ー
活

動
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通
算

回
数

開
催

日
報

告
者

（
敬

称
略

）
タ

イ
ト

ル
報

告
時

の
所

属
（

カ
ッ

コ
内

は
現

職
）

報
告

論
文

の
出

版
状

況
論

文
U

RL

15
20

19
年

4
月

19
日

遠
山

 祐
太

“
D

yn
am

ic
 I

nc
en

tiv
es

 a
nd

 P
er

m
it 

M
ar

ke
t 

Eq
ui

lib
riu

m
 i

n 
Ca

p-
an

d-
T

ra
de

 R
eg

ul
at

io
n”

早
稲

田
大

学
政

治
経

済
学

部
准

教
授

（
同

上
）

Re
vi

sio
n 

re
qu

es
te

d 
at

 A
m

er
i-

ca
n 

E
co

no
m

ic
 J

ou
rn

al
: 

M
ic

ro
-

ec
on

om
ic

s

ht
tp

s:/
/w

w
w

.w
as

ed
a.j

p/
pr

j-r
ie

em
/d

p/
dp

19
02

.p
df

16
20

19
年

5
月

24
日

浦
川

 邦
夫

「
生

活
時

間
の

貧
困

に
つ

い
て

」
九

州
大

学
大

学
院

経
済

学
研

究
院

准
教

授
（

九
州

大
学

大
学

院
経

済
学

研
究

院
教

授
）

17
20

19
年

7
月

19
日

鯉
淵

 賢
・

後
藤

 瑞
貴

“
Cr

os
s-b

or
de

r 
M

er
ge

rs
 a

nd
 A

c-
qu

ire
d 

Bu
sin

es
s 

Pe
rf

or
m

an
ce

”

中
央

大
学

商
学

部
教

授
，

一
橋

大
学

大
学

院
経

営
管

理
研

究
科

博
士

後
期

課
程

（
同

上
）

「
日

本
の

医
療

機
器

企
業

の
 M

A
 に

よ
る

事
業

構
造

の
変

化
と

企
業

パ
フ

ォ
ー

マ
ン

ス
へ

の
影

響
」『

公
益

財
団

法
人

医
療

機
器

セ
ン

タ
ー

附
属

医
療

機
器

産
業

研
究

所
 

リ
サ

ー
チ

ペ
ー

パ
ー

』 
N

o.
29

, 2
02

0
年

1
月

ht
tp

://
w

w
w

.ja
am

e.o
r.j

p/
m

ds
i/

m
ds

irp
-fi

le
s/

m
ds

irp
02

9_
su

m
m

ar
y.

pd
f

18
20

19
年

10
月

18
日

金
 榮

愨

“
T

he
 R

ol
e 

of
 B

us
in

es
s 

Gr
ou

p 
in

 
Cr

ea
tin

g 
N

ew
 I

nn
ov

at
iv

e 
Fi

rm
s:

 
Ev

id
en

ce
 f

ro
m

 P
ar

tia
lly

 O
w

ne
d 

Fi
rm

s 
in

 
Ja

pa
n”

（
w

ith
 

Sa
da

o 
N

ag
ao

ka
）

専
修

大
学

経
済

学
部

教
授

（
同

上
）

RI
ET

I 
D

isc
us

sio
n 

Pa
pe

r 
Se

rie
s 

20
-J-

01
0

ht
tp

s:/
/w

w
w

.ri
et

i.g
o.j

p/
jp

/
pu

bl
ic

at
io

ns
/d

p/
20

j0
10

.p
df

19
20

19
年

11
月

29
日

西
脇

 雅
人

“
A

 S
tu

dy
 o

f 
Ca

rt
el

 B
eh

av
io

r 
un

-
de

r 
D

et
ec

tio
n 

Po
ss

ib
ili

ty
”

大
阪

大
学

大
学

院
経

済
学

研
究

科
准

教
授

（
同

上
）

「
カ

ル
テ

ル
行

動
の

推
定

―
北

海
道

セ
メ

ン
ト

カ
ル

テ
ル

事
件

―
」『

経
済

研
究

』
V

ol
.7

1, 
N

o.
1, 

pp
.3

5-
48

, 
20

20
年

1
月

ht
tp

s:/
/h

er
m

es
-ir

.lib
.h

it-
u.

ac
.jp

/h
er

m
es

/i
r/

re
/3

09
60

/
ke

iz
ai

ke
nk

yu
07

10
10

35
.p

df

20
20

20
年

1
月

24
日

風
神

 佐
知

子
“

T
el

ew
or

k 
fo

r 
de

po
pu

la
te

d 
ru

ra
l 

ar
ea

s, 
el

de
rly

 i
nd

iv
id

ua
ls,

 a
nd

 f
e-

m
al

es
 w

ith
 s

m
al

l c
hi

ld
re

n”

慶
應

義
塾

大
学

商
学

部
准

教
授

（
慶

應
義

塾
大

学
商

学
部

教
授

）

21
20

20
年

2
月

17
日

大
西

 宏
一

郎

“
T

he
 P

ro
du

ct
iv

ity
 E

ffe
ct

 o
f 

N
a-

tio
na

l R
es

ea
rc

h 
Gr

an
ts

: E
vi

de
nc

e 
fr

om
 J

ap
an

es
e 

JS
PS

 F
un

di
ng

 i
n 

Ec
on

om
ic

s”
（

w
ith

 H
id

eo
 O

w
an

）

早
稲

田
大

学
教

育
・

総
合

科
学

学
術

院
准

教
授

（
早

稲
田

大
学

教
育

・
総

合
科

学
学

術
院

教
授

）

RI
ET

I 
D

isc
us

sio
n 

Pa
pe

r 
Se

rie
s 

20
-E

-0
52

ht
tp

s:/
/w

w
w

.ri
et

i.g
o.j

p/
jp

/
pu

bl
ic

at
io

ns
/d

p/
20

e0
52

.p
df

表
3　

20
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年
度

の
セ

ミ
ナ

ー
活

動
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通
算

回
数

開
催

日
報

告
者

（
敬

称
略

）
タ

イ
ト

ル
報

告
時

の
所

属
（

カ
ッ

コ
内

は
現

職
）

報
告

論
文

の
出

版
状

況
論

文
U

RL

22
20

20
年

7
月

22
日

重
田

 雄
樹

“
Q

ua
si-

H
yp

er
bo

lic
 D

isc
ou

nt
in

g 
un

de
r 

Re
-

cu
rs

iv
e 

U
til

ity
 

an
d 

Co
ns

um
pt

io
n-

In
ve

st
-

m
en

t D
ec

isi
on

s”

東
京

経
済

大
学

経
済

学
部

専
任

講
師

（
東

京
経

済
大

学
経

済
学

部
准

教
授

）

Jo
ur

na
l 

of
 E

co
no

m
ic

 T
he

or
y, 

V
ol

um
e 

20
4, 

Se
pt

em
be

r 
20

22

ht
tp

s:/
/d

oi
.

or
g/

10
.10

16
/

j.j
et

.20
22

.10
55

18

23
20

20
年

8
月

5
日

川
口

 康
平

“
Sm

al
l B

us
in

es
s 

un
de

r 
th

e 
CO

V
ID

-1
9 

Cr
i-

sis
: E

xp
ec

te
d 

Sh
or

t- 
an

d 
M

ed
iu

m
-R

un
 E

f-
fe

ct
s 

of
 

A
nt

i-C
on

ta
gi

on
 

an
d 

Ec
on

om
ic

 
Po

lic
ie

s”
　（

w
ith

 N
ao

m
i K

od
am

a 
an

d 
M

ar
i 

T
an

ak
a）

香
港

科
技

大
学

ビ
ジ

ネ
ス

・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
学

部
助

教
授

（
同

上
）

Jo
ur

na
l 

of
 t

he
 J

ap
an

es
e 

an
d 

In
te

rn
at

io
na

l E
co

no
m

ie
s, 

V
ol

-
um

e 
61

, S
ep

te
m

be
r 

20
21

ht
tp

s:/
/d

oi
.

or
g/

10
.10

16
/

j.j
jie

.20
21

.10
11

38

24
20

20
年

10
月

30
日

野
田

 俊
也

“
O

n 
St

at
ist

ic
al

 D
isc

rim
in

at
io

n 
as

 a
 F

ai
lu

re
 

of
 S

oc
ia

l L
ea

rn
in

g:
 A

 M
ul

ti-
A

rm
ed

 B
an

di
t 

A
pp

ro
ac

h”
（

w
ith

 J
un

pe
i K

om
iy

am
a）

ブ
リ

テ
ィ

ッ
シ

ュ
コ

ロ
ン

ビ
ア

大
学

経
済

学
部

助
教

授
（

東
京

大
学

大
学

院
経

済
学

研
究

科
講

師
）

U
T

M
D

 W
or

ki
ng

 P
ap

er
 0

11
, 

Se
pt

em
be

r 
20

21

ht
tp

s:/
/w

w
w

.m
dc

.
e.u

-to
ky

o.a
c.j

p/
w

p-
co

nt
en

t/
up

lo
ad

s/
20

21
/0

7/
U

T
M

D
-0

11
.p

df

25
20

20
年

12
月

4
日

中
澤

 伸
彦

“
D

oe
s 

sin
gl

e 
se

x 
sc

ho
ol

in
g 

he
lp

 o
r 

hu
rt

 la
-

bo
r 

m
ar

ke
t 

ou
tc

om
es

? 
Ev

id
en

ce
 f

ro
m

 a
 

na
tu

ra
l e

xp
er

im
en

t 
in

 S
ou

th
 K

or
ea

”（
関

連
研

究
 “D

oe
s 

W
or

ki
ng

 w
ith

 a
 F

ut
ur

e 
Ex

ec
u-

tiv
e 

M
ak

e 
Ju

ni
or

 E
m

pl
oy

ee
s 

M
or

e 
Li

ke
ly

 
to

 B
e 

Pr
om

ot
ed

?”
に

つ
い

て
も

報
告

あ
り

）

一
橋

大
学

大
学

院
経

済
学

研
究

科
講

師
（

同
上

）
Jo

ur
na

l 
of

 P
ub

lic
 E

co
no

m
ic

s, 
V

ol
um

e 
21

4, 
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さや海外の著名な研究者を招くことができたことなど，オンライン開催にも大きなメリット

があった。

4．おわりに

　本稿では，2017 年度から 2021 年度までの 5 年間のセンターの歩みについて，セミナー活

動を中心に紹介してきた。この 5 年間の活動から得られた国内外の第一線で活躍する研究者

との交流は本学教員の研究能力向上に寄与しただけでなく，本学の応用ミクロ経済学の研究

拠点としての知名度向上にも寄与したのではないかと推測される。

　センターは 2022 年度から新たに「東京経済大学応用ミクロ経済学研究センター（以下，

新センターと略す）」として 5 年間の活動を行うことになった。新センターでは，研究員と

して経済学部の姜哲敏専任講師が加わり，応用ミクロ経済学分野におけるデータサイエンス

およびその関連分野の活用の充実が期待される6）。

　新センターの活動は，本学の研究者と学内外の研究者との交流をさらに進展させ，経済学

の研究発展に寄与していくことになろう。

　＊　本稿の作成に際し，東京経済大学 2021 年度個人研究助成費（研究課題番号 21-33）

の助成を受けました。ここに記して感謝申し上げます。

注
1 ）セミナーの詳細は，センターのウェブサイトを参照。https://sites.google.com/tku.ac.jp/ams/

%E3%82%BB%E3%83%9F%E3%83%8A%E3%83%BC%E3%82%B7%E3%83%AA%E3%83%BC
%E3%82%BA

2 ）「東京経済大学プロジェクト研究所規程」の第 4 条 2 項において「研究所の設置にあたっては，
3 年以上 5 年以内の設置期間を定めなければならない」と定められており，センターでは設置
期間を 5 年に定めた。

3 ）2019 年度のセミナー報告の詳細は，黒田（2020）を参照。
4 ）第 7 回，第 10 回の報告会は TKU ファイナンス研究所との共同開催であった。
5 ）論文の出版状況は，筆者が報告者のウェブサイトなどを中心に 2022 年 10 月 17 日時点で確認

されたものをまとめており，報告者への直接の確認は行っていない。日本語論文から英語論文
に修正されたと思われる研究や反対に英語論文から日本語論文に修正されたと思われる研究も
ある。空白は筆者が確認できなかったことを示しており，研究書などで出版されている可能性
や今後の出版される予定があることには注意されたい。各報告者の現職についても同様である。

6 ）2022 年度は 6 月 30 日に関西大学経済学部の溝端泰和准教授による“Do Bank Shocks Affect 
Physical or R&D Investments More?”，9 月 21 日に一橋大学大学院経済学研究科の杉田洋一
准教授による“Nonparametric Identification of Production Function, Total Factor Productiv-
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ity, and Markup from Revenue Data”（with Hiroyuki Kasahara）と題するセミナーが開催さ
れた。また，本稿の執筆時点（2022 年 10 月 17 日）で，早稲田大学教育・総合科学学術院の
大西宏一郎教授による“Social Ties and Bias : Evidence from Peer Review System in Nation-
al Research Grant”（with Hideo Owan），明治学院大学経済学部の中村友哉教授による“Wel-
fare Effects of Partial Publicity and Partial Transparency in Endogenous Information Acqui-
sition”（with Hiroki Arato），京都先端科学大学経済経営学部の石原卓典講師による
“Choosing Who Chooses : Selection-Driven Targeting in Energy Rebate Programs” （with 
Takamori Ida, Koichiro Ito, Daido Kido, Toru Kitagawa, Shosei Sakaguchi and Shusaku 
Sasaki），東京国際大学経済学部の盛本晶子准教授による「予算の仕分けが貯蓄と支出に与え
る影響―セルフコントロール手段としてのメンタル・アカウンティング―」のセミナー開催が
予定されている。
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